
 

千葉市自転車を活用したまちづくり事業補助金交付要綱 

 

 （趣  旨）  

第１条 市長は、自転車を活用したまちづくりの総合的な推進を図るため、自転車の利用促進及び安

全利用に関する事業に要する経費について、予算の範囲内において、千葉市補助金等交付規則（昭

和６０年千葉市規則第８号。以下「規則」という。）及びこの要綱に基づき、当該団体に対し補助

金を交付する。 

 

（補助対象団体） 

第２条 補助対象団体は、自ら企画・遂行する能力のある団体（実行委員会の形式を含む。以下同じ。）

であり、次の各号に掲げる要件をすべて満たすものでなくてはならない。この場合において、共催

する団体（以下「共催団体」という。）がある場合は、共催団体も次の各号に掲げる要件をすべて

満たさなければならない。 

（１）過去５年間に、自転車の利用促進及び安全利用に関する事業を自ら企画し、行った実績が１

回以上あること 

（２）会則・規約等を有すること 

（３）事業を実施するにあたり、明確な会計経理がなされること 

（４）政治・宗教活動を目的としていないこと 

（５）国・地方公共団体が資本金、基本金その他これに準じるものを出資している団体でないこと

（６）本市から運営等に係る経費の助成を受けている団体でないこと 

２ 実行委員会の形式による団体にあっては、実行委員会又はその主たる構成団体が前項第１号を満

たし、かつ、実行委員会が同項第２号から６号の要件を満たしている場合は、補助対象団体とみな

す。 

３ 第１項の規定にかかわらず、共催団体が同項第５号または第６号の要件を満たさない場合に、実

施する事業に対する共催団体の役割や効果が、名義使用、施設の期間前予約使用許可又は施設使用

料の減免等の金銭的優遇の場合は、共催団体は同項第５号または第６号の要件を満たすものとみな

す。 

 

 （補助事業） 

第３条  補助金の交付対象となる事業（以下「補助事業」という。）は、補助対象団体が市内で実施

する自転車の利用促進及び安全利用に関する啓発事業で、その効果が期待できるものとする。 

なお、啓発事業とは、事業に関わる団体（主催者・共催者の構成員や会員）以外の市民（以下「一

般の市民」という。）が参加するイベント、講習会、自転車促進リーダーの育成等、幅広く市民へ

の啓発が見込まれる事業をいう。 

２ 前項の規定にかかわらず、次の各号のいずれかに該当する事業は、補助事業としない。 

（１）営利を目的とする事業 

（２）国、地方公共団体からの補助、助成、委託等を受けている事業 

（３）政治・宗教活動を目的としている事業 

（４）収益の寄付や募金を目的として行われるチャリティ等の慈善事業 

（５）事業の参加者（出演者・出品者）が、事業に関わる団体（主催者・共催者）の構成員や会員



 
のみである等、限られた範囲を対象とする事業 

（６）その他市長が適当でないと認めるもの 

  

（補助対象経費等） 

第４条 補助対象経費、補助率、補助上限額等は、別表のとおりとする。 

 

（交付の申請） 

第５条 補助対象団体は、規則第３条の規定により補助金の交付を申請しようとするときは、指定す

る期日までに千葉市自転車を活用したまちづくり事業補助金交付申請書（様式第１号）に、次の各

号に掲げる書類を添付して、市長に提出しなければならない。 

（１） 事業計画書 

（２） 収支予算書 

（３） その他市長が必要と認める書類 

 

 （交付の条件） 

第６条 規則第５条の規定により附する条件は、次の各号に掲げるとおりとする。 

（１）補助事業の内容、経費の配分又は遂行計画の変更をする場合には、あらかじめ市長の承認を受

けること。ただし、補助対象経費の２０％以内の変更等軽微な変更はこの限りでない。 

（２）補助事業を中止し、又は廃止する場合には、あらかじめ市長の承認を受けること。 

（３）事業が予定の期間内に完了しない場合、又は事業の遂行が困難となった場合には、速やかに市

長に報告し、その指示を受けること。 

  

（交付決定通知） 

第７条 規則第６条の規定による通知は、千葉市自転車を活用したまちづくり事業補助金交付決定通

知書（様式第２号）によるものとする。 

 

 （変更等の承認申請） 

第８条 補助対象団体は、第６条第１号又は第２号の規定により承認を受けようとするときは、千葉

市自転車を活用したまちづくり事業変更（中止・廃止）承認申請書（様式第３号）を市長に提出す

るものとする。 

２ 市長は、前項の規定による申請があったときは、速やかに当該申請の内容を審査し、補助事業の

内容、経費の配分又は遂行計画の変更（中止又は廃止）について承認の可否を決定し、千葉市自転

車を活用したまちづくり事業変更（中止・廃止）承認・不承認通知書（様式第４号）により通知す

るものとする。 

 

（状況報告）  

第９条 規則第１０条の規定により、市長が必要と認めたときは、補助対象団体は、補助事業等の遂

行の状況に関し、市長に報告するものとする。 

 

（実績報告） 

第１０条 補助対象団体は、規則第１２条の規定により報告しようとするときは、速やかに千葉市自



 
転車を活用したまちづくり事業補助金実績報告書（様式第５号）に、次の各号に掲げる書類を添付

して、市長に提出するものとする。 

（１） 収支決算書 

（２） 補助対象経費となる領収書（写し） 

（３） その他市長が必要と認める書類 

 

 （額の確定通知） 

第１１条 規則第１３条の規定による通知は千葉市自転車を活用したまちづくり事業補助金額確定

通知書（様式第６号）によるものとする。 

 

（交付の請求） 

第１２条 補助対象団体は、規則第１６条第１項の規定により補助金の交付の請求をしようとすると

きは、千葉市自転車を活用したまちづくり事業補助金交付請求書（様式第７号）に、次の各号に掲

げる書類を添付して、市長に提出するものとする。 

（１）千葉市自転車を活用したまちづくり事業補助金額確定通知書（写し） 

（２）その他市長が必要と認める書類 

２ 規則第１６条第２項において準用する同条第１項の規定により補助金の交付の請求をしようと

するときは、千葉市自転車を活用したまちづくり事業補助金一括（分割）事前請求書（様式第８号）

に、次の各号に掲げる書類を添付して、市長に提出するものとする。 

 （１）千葉市自転車を活用したまちづくり事業補助金交付決定通知書（写し） 

（２）その他市長が必要と認める書類 

  

 （決定の取消通知） 

第１３条 規則第１７条第３項において準用する規則第６条の規定による通知は、千葉市自転車を活

用したまちづくり事業補助金交付決定取消通知書（様式第９号）によるものとする。 

 

 （返還命令） 

第１４条 規則第１８条第１項又は第２項の規定による返還命令は、千葉市自転車を活用したまちづ

くり事業補助金返還命令書（様式第１０号）によるものとする。 

 

（補則） 

第１５条 この要綱の施行に関して必要な事項は、建設局長が別に定める。 

 

   附 則 

 １ この要綱は、平成３０年８月１日から施行する。 

附 則 

 １ この要綱は、令和４年４月１日から施行する。 

 

 

 



 
別表 

補助対象経費 

自転車の利用促進及び安全利用に係る経費 

啓発事業 

会場費 
会場使用料（付帯設備含）、会場設営費・撤去費、音響・照明費、

道具等運搬費、映写機材費、看板制作費等 

印刷費 ポスター・チラシ印刷費、図録印刷費（※） 

（※）無料配布するものに限る 

謝金・人件費 会場整理・警備賃金、原稿執筆謝金、その他日当 

宣伝費 広告宣伝費 

記録費 録画費、録音費、写真費 

（当該活動の成果として記録するものに限る） 

通信費 案内状送付料 

旅費 出演者、講師の交通費及び宿泊料 

（必要最低限度のものに限る） 

保険費 イベント等の保険料 

その他 その他市長が適当であると判断した経費 

（市の施策に資するもの） 

補助対象外経費 

（１） 自らが管理する会場施設の会場使用料 

（２） 有料配布する図録等作成経費 

（３） 弁当類・飲料、レセプション・パーティ費、その他飲食経費 

（４） 賞品等 

（５） 振込手数料 

（６） 交際費・接待費 

（７） 予備費、雑費等使途が曖昧な経費 

（８） 事業関係団体（主催者・共催者）の構成員や会員に支払う経費 

（９） その他市長が適当でないと判断した経費 

予算書・決算書に

計上できない経費 

（１） 団体の財産となり得るものの購入や制作経費 

（２） 事務運営管理に関する経費（事務所人件費を含む） 

（３） 行政機関に支払う手数料 

（４） （１）～（３）のほかに団体の自主財源により賄うべき経費 

補 助 率 
補助対象経費の１０分の１０以内（当該補助金の額に１，０００円未満の端数が

あるときは、これを切り捨てる。） 

補 助 上 限 額 

 

１団体あたり３００，０００円 

※１年間あたりの上限額とし、補助期間は最大２年間とする。 

 ただし、毎年度の事業申請及び審査を必要とするため、２年目以降の採択、補

助金の交付を保証するものではない。 



 

第２条第３項が

適用される場合

の補助金額の特

例 

第２条第３項の金銭的優遇が無かったものとみなして算定した補助金の額（前項

の補助上限額の適用がある場合は、適用後の額）から、当該金銭的優遇の額と同

額を差し引いた額 



 

様式第１号 

  年  月  日 
 

千葉市自転車を活用したまちづくり事業補助金交付申請書 

 

（あて先）千葉市長 

申請者 住   所 

                                           団 体 名 

                      代表者名               

（注）法人の場合及び法人以外でも本人（代表者）が手書きしない 
場合は、記名押印してください。 

 
  年度千葉市自転車を活用したまちづくり事業補助金の交付を受けたいので、千葉市補助金等交

付規則第３条の規定により次のとおり申請します。  
設立(活動開始) 
年月日（西暦） 

年   月   日 ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ 
ＵＲＬ 

 
構成員数(会員数) 人(   月  日現在) 

連絡 

担当者 

役職 

氏名 

 

 
住所 

〒   － 

 

℡・FAX  

Email  

団体の趣旨・目的・
活動内容等 

 
 
 
 

申請事業種別 啓発事業  

申請事業名 

 
 
 

事業目的及び内容 

 
 
 
 
 
 
 

開催日 
 
 

補助金交付申請額                円 

千葉市暴力団排除
条例に係る誓約 
（確認後チェック☑） 

☐ 申請団体は暴力団ではありません。 ☐ 役員は暴力団員ではありません。 
☐ 申請する事業は暴力団の利益になる事業ではありません。 
☐ 申請書及び会員名簿に記載されている情報を暴力団排除のため、必要に 

応じ、関係する官公庁へ照会する場合があることに同意します。 

添付書類 

・事業計画書（付表１） ・収支予算書（付表２） 
・規約又は会則、会員（役員）名簿（実行委員会の場合は、構成団体一覧・構
成員名簿も添付）  

・活動実績資料（チラシ・パンフレット） 



 

様式第１号―付表１ 

 

団体名   

 

事業計画書 
 

応募する活動・事業について 

 

事 業 名  前年補助（継続事業） 有・無 

目  的 

 

 

 

 

 

当該年度の目標 
【上記の目的を達成するために、当該年度の成果として目指すこと】 

対象者 
 

取 組 内 容 

【取組内容(どこで、何を（誰を）、どのように、どうしますか)】 

 

 

 

 

 

 

 

【広報の方法、発信先】 

 

 

 

 

【事業の効果見込み】 

 

 

 

 

 

 

 



 
【次年度に向けての準備（資金面・実施体制など）】 

 

 

 

 

実施スケジュール 

企画準備時期、 

広報の時期、 

事業実施の時期 

及びその内容 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

共催者・後援者 

・協賛者名等と 

その役割（該当があ

る場合記入） 

 

 

 

応募する事業の終了後に、どのようになることを期待しますか。 

 

補助対象期間終了後の取り組み 

 

 

団体の過去３年の活動実績（イベント名、開催日時、会場、動員数、イベントの概要な

ど）や、主要な構成員の活動歴を記載してください。 

 

 

その他の特記事項やＰＲしたい点などを自由に記載してください。 

 

 

※上記欄に記載しきれない場合については、別紙をご利用ください。（Ａ４判縦、形式自由） 



 

様式第１号―付表２ 

団体名  

 

収 支 予 算 書 

 
１ 収入 

収入科目 金額（円） 内  訳 

市補助金   

寄 付 金   

参 加 費   

雑 収 入   

そ の 他   

計   

２ 支出 

支出科目 金額（円） 内  訳 

会場費   

印刷費   

謝金・人件費   

宣伝費   

記録費   

通信費   

旅費   

保険費   

その他   

計   

注）単価２万円以上のものは、業者見積等を添付してください。 

また以下のような助成金の使用は対象としません。 

 ・会員間での親睦のための食糧費 

・団体内での謝礼金 

・領収書等で支出が確認できないもの 

前年補助（継続事業） 有・無 



 
様式第２号 

                           千建自第  号  

 

住  所 

団 体 名 

代表者名            様 

 

 

千葉市自転車を活用したまちづくり事業補助金交付決定通知書 

 

  年  月  日付申請のあった千葉市自転車を活用したまちづくり事業補助金

について、次のとおり決定したので、千葉市補助金等交付規則第６条の規定により通知し

ます。 

 

年   月   日 

              

千葉市長           印  

 

 

補 助 事 業 名  

補助金交付決定額              円 

補助金交付予定時期      年  月  日 

交 付 条 件 

１ 補助事業の内容、経費の配分又は遂行計画の変更(補助対
象経費の２０％以内の変更等軽微な変更を除く。)をする
場合には、あらかじめ市長の承認を受けること。 

２ 補助事業を中止し、又は廃止する場合には、あらかじめ
市長の承認を受けること。 

３ 事業が予定の期間内に完了しない場合、又は事業の遂行
が困難となった場合には、速やかに市長に報告し、その指

示を受けること。 
４ 千葉市補助金等交付規則及び千葉市自転車を活用したま
ちづくり事業補助金交付要綱を順守すること。 

 

審査請求等について 

１ この処分についての審査請求は、この処分があったことを知った日の翌日 

から起算して３か月以内に、千葉市長に対してすることができます。 

２ この処分の取消しを求める訴訟は、この処分があったことを知った日の翌日 

から起算して６か月以内に、千葉市を被告として提起することができます。



 
様式第３号 

 

千葉市自転車を活用したまちづくり事業変更（中止・廃止）承認申請書 

 

  年  月  日 

 

（あて先）千葉市長   

 

申請者 住  所 

 団 体 名 

 代表者名            
（注）法人の場合及び法人以外でも本人（代表者）が 

                      手書きしない場合は、記名押印してください。 

連絡先  電話番号 

 電子メールアドレス      ＠ 

 

    年  月  日付千葉市指令市文第  号により補助金の交付決定を受けた 

下記事業について、次のとおり変更（中止・廃止）したいので、千葉市自転車を活用した

まちづくり事業補助金交付要綱第８条の規定により申請します。 
 

補 助 事 業 名  

事 業 の 内 容 

変 更 前 

 

 

 

 

変 更 後 

 

 

 

 

変更（中止・廃止）の理由 

 

 

 

 

 

変更（中止・廃止）予定年月日  

添 付 書 類 変更（中止・廃止）に伴う関係書類等 



 
様式第４号 

千建自第  号  

 

 住  所 

 団 体 名 

 代表者名            様 

 

千葉市自転車を活用したまちづくり事業変更（中止・廃止）承認・不承認通知書  

 

 年  月  日付申請のあった千葉市自転車を活用したまちづくり事業変更

（中止・廃止）承認申請について、次のとおり通知します。 

 

年   月   日 

              

 

 千葉市長          印   

 

 

  １ 事 業 名    

 

  ２ 申請事項について 

   □ 承認  

 

   □ 不承認 

  （理由：                            ） 

 

 

３ その他 

 

 

 

 

 

審査請求等について 

１ この処分についての審査請求は、この処分があったことを知った日の翌日 

から起算して３か月以内に、千葉市長に対してすることができます。 

２ この処分の取消しを求める訴訟は、この処分があったことを知った日の翌日 

から起算して６か月以内に、千葉市を被告として提起することができます。 

 

 

 

 



 
様式第５号 

 

千葉市自転車を活用したまちづくり事業補助金実績報告書 
 

  年  月  日 
 

（あて先）千葉市長   
 

申請者 住  所 

団 体 名 

代表者名            
（注）法人の場合及び法人以外でも本人（代表者）が 

                 手書きしない場合は、記名押印してください。 

連絡先 電話番号 

電子メールアドレス      ＠ 
 
     年  月  日付千建自第  号により補助金の交付決定のあった下記事業

が終了しましたので、千葉市補助金等交付規則第１２条の規定により、関係書類を添えて

報告します。 
 

事 業 名  

日 時 
  年  月  日 ～     年  月  日    

時   分 ～     時   分 

会 場 
 

（千葉市    区                 ） 

事 業 内 容 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

事 業 の 成 果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

当 該 補 助 金 の 

活用による効果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

今 後 の 課 題 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

参 加 者          人（うち、一般参加者         人） 

共催者・後援者 

・協賛者名等と 

その役割 

 

 

 

 

 

 

 

特 記 事 項 

 

 

 

 

 

 

 

添 付 書 類 
□収支決算書（付表１） □補助対象経費となる領収書（写し）  

□活動実績資料（チラシ・パンフレット、記録写真等） 

※欄に記載しきれない場合は、別紙をご利用ください。（Ａ４判縦、形式自由） 

 



 

様式第５号―付表１ 

団体名  

 

収 支 決 算 書 

 
１ 収入 

収入科目 金額（円） 内  訳 

市補助金   

寄 付 金   

参 加 費   

雑 収 入   

そ の 他   

計   

 

２ 支出 

支出科目 金額（円） 内  訳 

会場費   

印刷費   

謝金・人件費   

宣伝費   

記録費   

通信費   

旅費   

保険費   

その他   

計   

 

３ 差引額 

収入総額     －       支出総額     ＝  差引額 

              －              ＝              

前年補助（継続事業） 有・無 



 
様式第６号 

 

  千建自第  号 

 

住  所 

団 体 名 

代表者名              様 

 

 

千葉市自転車を活用したまちづくり事業補助金額確定通知書 

 

 

  年  月  日付千葉市自転車を活用したまちづくり事業実績報告書により、

下記のとおり確定したので、千葉市補助金等交付規則第１３条の規定により通知します。 

 

 

  年  月  日 

 

                     千葉市長           印 

 

 

補 助 事 業 名  

補助金の交付決定額                 円 

補助事業の経費精算額                 円 

補 助 金 の 確 定 額                 円 

        

審査請求等について 

１ この処分についての審査請求は、この処分があったことを知った日の翌日 

から起算して３か月以内に、千葉市長に対してすることができます。 

２ この処分の取消しを求める訴訟は、この処分があったことを知った日の翌日 

から起算して６か月以内に、千葉市を被告として提起することができます。 

 

 

 

 

 

 

 

 



 
様式第７号 

 

  年  月  日 

 

千葉市自転車を活用したまちづくり事業補助金交付請求書 

                           

（あて先）千葉市長    

    

 

補助事業者 住 所 

 団 体 名 

      代表者名           
（注）法人の場合及び法人以外でも本人（代表者）が 

      手書きしない場合は、記名押印してください。 

連絡先    電話番号 

                          電子メールアドレス       ＠ 

 

     年  月  日付千建自第  号千葉市自転車を活用したまちづくり事業補

助金額確定通知書により確定した補助金の交付について、千葉市補助金等交付規則第１６

条第１項の規定により、次のとおり請求します。 
 

補 助 事 業 名  

補助金の確定額                      円 

補助金の既交付額     年  月  日交付        円 

補助金の交付請求書                      円 

添 付 書 類 

（１）千葉市自転車を活用したまちづくり事業補助金額確定

通知書の写し 

（２）その他市長が必要と認めるもの 

 

 

 

 

 

 

 

 



 
 

様式第８号 

 

  年  月  日 

 

 

千葉市自転車を活用したまちづくり事業補助金一括(分割)事前請求書  

 

                          

（あて先）千葉市長 

 

 

補助事業者 住 所 

 団 体 名 

      代表者名           
（注）法人の場合及び法人以外でも本人（代表者）が 

      手書きしない場合は、記名押印してください。 

連絡先    電話番号        

電子メールアドレス        ＠ 

 

     年  月  日付千建自第  号により補助金の交付決定のあった 

補助金の一括（分割）事前交付を次のとおり受けたいので、千葉市補助金等交付規則第 

１６条第２項において準用する同条第１項の規定により請求します。 
 

補 助 事 業 名  

補助金の交付決定額                      円 

補助金の既交付額 

     

年  月  日交付        円 

年  月  日交付        円 

計          円 

 

交 付 請 求 額                      円 

添 付 書 類 

（１）千葉市自転車を活用したまちづくり事業補助金交付決

定通知書の写し 

（２）その他市長が必要と認めるもの 

 

 

 



 
 

様式第９号 

 

                          千建自第  号 

 

住  所 

団 体 名 

代表者名             様 

 

 

千葉市自転車を活用したまちづくり事業補助金交付決定取消通知書 

 

 

     年  月  日付千建自第  号により通知した千葉市自転車を活用したまち

づくり事業補助金交付決定の全部（一部）を次のとおり取り消したので、千葉市補助金等

交付規則第１７条第３項において準用する第６条の規定により通知します。 

 

 

       年  月  日 

 

                     千葉市長           印 

 

 

補 助 事 業 名  

補助金の交付決定額  

取 消 額  

取消後の交付決定額  

取 消 の 理 由  

 

審査請求等について 

１ この処分についての審査請求は、この処分があったことを知った日の翌日 

から起算して３か月以内に、千葉市長に対してすることができます。 

２ この処分の取消しを求める訴訟は、この処分があったことを知った日の翌日 

から起算して６か月以内に、千葉市を被告として提起することができます。 

 

 



 
 

様式第１０号 

 

                          千建自第  号 

 

住  所 

団 体 名 

代表者名              様 

 

 

千葉市自転車を活用したまちづくり事業補助金返還命令書 

 

 千葉市補助金等交付規則第１８条第１項・第２項の規定により次のとおり返還を 

命じます。 

                 

  年  月  日 

 

                     千葉市長           印 

 

補 助 事 業 名  

補助金の交付決定額  

補助金の既交付額 

 

年  月  日交付         円 

 

   年  月  日交付         円 

 

           計         円 

 

補助金の交付確定額  

返 還 す べ き 金 額  

返 還 期 限  

返還を命ずる理由  

返 還 方 法  

 

審査請求等について 

１ この処分についての審査請求は、この処分があったことを知った日の翌日 

から起算して３か月以内に、千葉市長に対してすることができます。 

２ この処分の取消しを求める訴訟は、この処分があったことを知った日の翌日 

から起算して６か月以内に、千葉市を被告として提起することができます。 


